
福祉サービス第三者評価の実施と 
課題

令和４年１１月１５日（火） 
９ ３０～ 

島根県健康福祉部地域福祉課 
福祉基盤・指導監査スタッフ 

福祉サービス第三者評価について

(高齢者福祉関係事業者等説明会及び集団指導資料)



１．福祉サービスの質と第三者評価事業
利用者本位の福祉サービスを実現する

〈 社会福祉法の規定〉

（ 福祉サービスの基本的理念）

第３条福祉サービスは、個人の尊厳の保持を旨とし、その内容は、福祉サービスの利用者が心身ともに健やかに育成され、又はその有

する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように支援するものとして、良質かつ適切なものでなければならない。

（ 福祉サービスの提供の原則）

第５条社会福祉を目的とする事業（ ※） を経営する者は、その提供する多様な福祉サービスについて、利用者の意向を十分に尊重し、

地域福祉の推進に係る取組を行う他の地域住民等との連携を図り、かつ、保健医療サービスその他の関連するサービスとの有機的な

連携を図るよう創意工夫を行いつつ、これを総合的に提供することができるようにその事業の実施に努めなければならない。

※「 社会福祉を目的とする事業」 …地域社会の一員として自立した日常生活を営むことを支援する事業で、経営主体の

制限は無い。 最小限の行政関与（ 社会福祉事業従事者の養成施設の経営、給食・ 入浴サービス等）。

（ 経営の原則等）

第２４条社会福祉法人は、社会福祉事業の主たる担い手としてふさわしい事業を確実、効果的かつ適正に行うため、自主的にその経営

基盤の強化を図るとともに、その提供する福祉サービスの質の向上及び事業経営の透明性の確保を図らなければならない。

２ 社会福祉法人は、社会福祉事業及び第二十六条第一項に規定する公益事業を行うに当たっては、日常生活又は社会生活上の支援を

必要とする者に対して、無料又は低額な料金で、福祉サービスを積極的に提供するよう努めなければならない。
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利用者本位の福祉サービスを実現する

<社会福祉法の規定>　　



（ 福祉サービスの質の向上のための措置等）

第７８条社会福祉事業（ ※） の経営者は、自らその提供する福祉サービスの質の評価を行うことその他の措置を講ずることにより、常に福祉

サービスを受ける者の立場に立って良質かつ適切な福祉サービスを提供するよう努めなければならない。

※「 社会福祉事業」 …「 社会福祉を目的とする事業」 のうち、規制と助成を通じて適正な実施の確保が図られなければならないものとして法律

上列挙（ 第一，二種社会福祉事業）

２ 国は、社会福祉事業の経営者が行う福祉サービスの質の向上のための措置を援助するために、福祉サービスの質の公正かつ適切な評価の実

施に資するための措置を講ずるよう努めなければならない。

⇒ 福祉サービス第三者評価事業の根拠
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１．福祉サービス第三者評価の実施 
 第三者評価事業の概要 
ｱ）仕組み 
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２．福祉サービス第三者評価事業



ｲ）意義・目的 

１ 第三者評価の意義 

事業者の提供するサービスの質を当事者（事業者及び利用者）以外の公平・中 
    立な第三者評価機関が、専門的かつ客観的な立場から評価する事業 

２ 第三者評価の目的 

〇 社会福祉法第７８条第１項の趣旨を踏まえ、個々の事業者が事業運営におけ 
る具体的な問題点を把握し、サービスの質の向上に結びつけることを目的とす 
るもの 

〇 福祉サービス第三者評価を受けた結果が公表されることにより、結果として 
利用者の適切なサービス選択に資するための情報となること 

▼

● 施設・事業所の福祉サービスの質に関わる取組みや成果（よいところ）など 
 を明らかにする。 
● 福祉サービスの具体的な改善点を明らかにし、質の向上に結びつける。 
● 利用者の適切な福祉サービスの選択に資する情報となる。 
● 利用者や家族、地域への説明責任を果たし、信頼を高める。 
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●第三者評価の必要性● 

利用者の 

権利擁護

福祉サービスの専門性を 

利用者自身が評価しにくい

福祉制度が理解しづらい

（情報の非対称性）

利用者と事業者の 

対等性が確保しづらい

ｴ）必要性
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ｲ）関連各制度の違い 

福祉サービス第三者評価 行政監査 介護サービス情報の公表制度

目的 サービスの質向上と利用

者のサービス選択に資す

る情報提供

法令等に定められた基準

遵守状況確認

利用者のサービス選択に資

する情報の提供

実施者 民間の評価機関 行政 行政

実 施 義

務

原則任意 義務 義務

特徴 受審は任意、事業者が評

価機関を選択

・法令に基づき、すべての

事業所を対象に監査実施

・法令に基づき指導等

・客観性の高い基本・運営情

報を提供する

・内容の評価は行わない

公表 ホームページで閲覧可 施設は非公表（法人本部

については一部公表）

ホームページで閲覧可
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高齢者・介護 障がい者・児 保育所 社会的養護

受審 任意

※地域密着型サービスは外部

評価受審が義務化

任意
努力義務

※子ども・子育て支援新制度の

施行に伴い努力義務化

義務

（３か年度に１回以上）
※「設備及び運営に関する基準」

受審率目標等 高齢者福祉サービス全体の数

値目標に加えて、養護老人ホ

ームや特養等のサービス区分

ごとの数値目標を設定する

障がい福祉サービス全体の数

値目標に加えて、サービス区

分ごとの数値目標を設定する

平成２７年度～３１年度末ま
での５年間ですべての事業者
で受審・公表を行うことを目
標とする

（日本再興戦略 2015）

全施設

（児童養護施設、乳児院、母

子生活支援施設、児童自立支

援施設、児童心理治療施設）

費用の補助 無 無 年に度の受審が可能となるよう受審

料の半額程度を公定価格の加算（上限

１５万円）として補助

３年に１回に限り、３１万１千円を

上限に措置費の第三者評価受審費加算

を算定できる

昨今の動き 「規制改革実施計画（平成２９年

６月９日閣議決定）」で、介護分

野における利用者の選択に資する

情報の提供という観点から改善す

べき事項が指摘されたことを受け

通知発出

・左記の高齢者分野での対応に即
して同様の通知を発出

・令和３年度報酬改定において、

就労継続支援Ａ型の基本報酬にス

コア方式が導入。スコア評価のつ

として「前年度末日から過去３年

以内の第三者評価の受審状況」が

盛り込まれる

保育所における自己評価ガイドラ

イン改訂（令和２年３月）

第３期受審期の１年延長

（新型コロナウイルスへの対応） 

第４期（令和４年度～）にあたり

評価基準が改定 

情報公表制度等 有
※ＷＡＭＮＥＴを活用した公表

※第三者評価の受審状況に関する項目

についてシステム改修

有
※ＷＡＭＮＥＴを活用した公表（平成

３０年９月から）

各都道府県知事は、子ども・子育て支

援法に基づき、特定教育・保育施設等

の提供する教育・保育の内容、当該施

設等の運営状況に関する情報を公表

第三者評価結果、毎年度の自己評価結

果を公表しなければならない

各分野における第三者評価に関する動向
ｱ）各分野における第三者評価事業の位置づけ 
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(２)

・令和3年度報酬改定において、
就労継続支援Ａ型の基本報酬に
スコア方式が導入。スコア評価
の１つとして「前年度末日から
過去３年以内の第三者評価の受
審状況」が盛り込まれる

３年に１回に限り、３１万４千円
を上限に措置費の第三者評価受審
費加算を算定できる。

令和２年度からの５年間ですべ
ての事業者で受審・公表を行う
ことを目標とする

５年に１度の受審が可能となるよ
う受審料の半額程度を公定価格の
加算（上限１５万円）として補助



ｲ）各分野の評価基準ガイドライン策定状況
〇各福祉施設・事業所（社会福祉事業）の種別等の特性や専門性を踏まえた福祉サービス・支援内容に関する付加する評価項目 

分野 事業種別 策定・改定時期

高齢者

特別養護老人ホーム
通所介護
訪問介護

平成 25 年 3月通知
平成 29年 3月通知（改定）
→令和 2年 3月 31日通知（改定）

養護老人ホーム
軽費老人ホーム

平成 29 年 3月通知
→令和 2年 3月 31日通知（改定）

障がい児・者 障がい者・児施設
平成 17年 3月通知

平成 29年 2月通知（改定）
→令和 2年 3月 31日通知（改定）

子ども・子育て

保育所

平成 17年 5月通知
平成 23年 3月通知（改定）、平成 28年 3月通知（改定）
→令和 2年 4月 1日通知（改定）

児童館
平成 18 年 8月通知
→令和 2年 9月 3日通知（改定）

放課後児童クラブ 令和 3年 3月 29日通知

社会的養護関係施設

児童養護施設
乳児院
母子生活支援施設

平成 17 年 3月通知
平成 24年 3月通知
平成 27年 2月通知（改定）、平成 30年 3月通知（改定）

令和 4年 3月 23日通知（改定）

児童心理治療施設
児童自立支援施設

平成 19年 6月通知
平成 24年 3月通知

平成 27年 2月通知（改定）、平成 30年 3月通知（改定）
令和 4年 3月 23日通知（改定）

小規模住居型児童養育事業 平成 22 年 3月通知

児童自立生活援助事業
平成 22 年 3月通知
令和 4年 3月 23日通知（改定）

更正事業
婦人保護施設 平成 18 年 6月通知

救護施設 平成 30 年 9月 20日通知
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ｳ）高齢者福祉分野における第三者評価に関する動向               

○通知「高齢者福祉サービス事業所等における第三者評価の実施に係る留意事項につい 
て」（平成３０年３月２６日） 
→ 第三者評価受審促進に向けた受審率の数値目標の設定及び公表 
→ サービスの選択に資すると認められる重要事項としての位置付け 

（サービス提供の開始にあたって、利用申込者又はその家族に対して、「第三者評価 
の実施の有無」、「実施した直近の年月日」「実施した評価機関の名称」「評価結果の 
開示状況」を重要事項 
として説明） 

→ 介護サービス情報公表システムにおける評価結果の掲載（ＷＡＭＮＥＴ） 
〇令和２年３月に高齢者福祉サービス版第三者評価基準改正 
主な改正内容： 

共通評価基準ガイドライン改正を踏まえた改正 
・平成 30年３月改定の共通評価基準ガイドラインに基づき高齢者版共通評価基準を 
改定 

・必要に応じて言葉の読み替えを実施 
共通評価基準ガイドライン改正に伴う内容評価基準の改正 
・「権利擁護」に関する取り組みを一層評価できるよう内容評価基準を改正 

Ａ⑤ 利用者の権利侵害の防止等に関する取組が徹底されている 

⇒利用者の権利擁護に関する取組が徹底されている 

※共通評価基準 29 が「利用者のプライバシー保護等の権利擁護」から「利用者のプ 
ライバシー保護」に改正されたことによる
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２．島根県福祉サービス第三者評価制度の仕組み
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３３．本県の福祉サービス第三者評価事業



① 評価機関の認証 

要件を満たす法人を、申請に基づき全国推進組織（全社協）、又は 

都道府県推進組織（知事）が認証（３年更新） 

※ 社会的養護関係施設の評価を行う機関の認証は、全国推進組 

織（全社協）または都道府県推進組織が行う社会的養護関係施設 

評価者養成研修を受講・終了した評価者が在籍することが要件 

② 評価契約の締結 

評価機関は、評価手法、料金(各自設定)、評価調査者等の重要事 

項を説明した上でサービス事業者との間で文書により評価契約を締 

結 
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③ 評価の実施 

評価機関は、事業者と協議の上、評価計画を作成し、利用者へのア 

ンケート、事業者や職員の自己評価及び訪問調査を行い、事業者を 

評価 

④ 結果説明と公表への同意 

調査終了後、担当した評価調査者の合議により評価結果を取りまと

め、受審したサービス事業者に説明し、併せて評価結果の公表への

同意を得る。 

⑤⑥ 評価結果の県への報告と公表 

評価結果を県に報告し、県及び評価機関は、公表についての同意 

があったものにつき、インターネットにより、その内容を公開 
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利用者への情報提供   

評価結果を公表することにより、利用者が自分のニーズに適した事業

者を選択するための有効な情報を提供する 

WAM ネットで結果のすべてを公表 

県のホームページにも基本情報（※）を掲載し、ＷＡＭネットにリンク、誰

でもが『評価結果』を閲覧可能に。 

※基本情報 ： 評価年度（「評価結果確定日」の属する年度）
         種別
         施設・事業所名
         所在地（市町村名）
         確定日（ 「評価結果確定日」 ）
         評価機関
                             （過去５年間に受診した基本情報も一覧で掲示） 
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受審（過去５年間に受審した基本情報も一覧で掲示）　　　　



本県が評価の対象とする福祉サービス 

区分 サービス種別

 高齢者 

・特別養護老人ホーム 

・養護老人ホーム 

・軽費老人ホーム（ケアハウス） 

・介護保険法に定める次のサービスを提供する施設・事業所 

  ｢施設サービス｣、｢居宅サービス｣、｢介護予防サービス｣、｢地域密着型サービス｣、｢居宅介護支援｣ 

 児 童 

・児童養護施設★ 

・母子生活支援施設★ 

・保育所 

・認定こども園（幼稚園型を除く） 

・児童地域型保育事業所 

・乳児院★ 

・ファミリーホーム 

・自立援助ホ－ム 

・児童心理治療施設★ 

・児童自立支援施設★ 

・放課後児童クラブ 

<注>★:３カ年度に１回以上の受審が義務化されている社会的養護関係施設 

（社会的養護関係施設は、全国推進組織が認証した評価機関が、全国共通の基準により評価） 

 障がい 

・福祉型障害児入所施設 

・医療型障害児入所施設 

・障害児通所支援事業所 

・障害者支援施設 

・障害福祉サービス事業所 

 保 護 ・救護施設 
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島根県認証評価機関（令和 4年 11 月 15 日現在） 

評価機関の名称 所在地 認証番号

(有）保健情報サービス 鳥取県米子市 島根 17-01

（有）ケアオフィス 浜田市 島根 17-02

特定非営利活動法人メイアイヘルプユー 東京都品川区 島根 28-05

（株）評価基準研究所 東京都千代田区 島根 R２-０７ 
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　認証番号
　 連絡先　

０８５９-３７-６１６２

０８５５-２７-３１８７

０３-３４９４-９０３３

０３-３２５１-０９４３

（令和５年１月２５日現在）　


